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●新潟市は、⼈⼝約８０万⼈を有する本州⽇本海側唯⼀の政令指定都市。
●代表交通⼿段構成は、⾃動⾞が約７割（H27運輸部⾨におけるCO2排出量政令市No.１）。
●⼀⽅で、都⼼軸ではバスも多く⾛⾏。

１ はじめに (１) 新潟市の概況 2

図 新潟市の代表交通⼿段構成

出典：H28新潟市都市交通特性調査

図 新潟市の位置
出典：経済産業省資料

新潟県新潟市

⾃動⾞ 約7割

写真 交通状況（左：⾃動⾞、右：バス）
出典：⼟⽊学会関東⽀部新潟会

交通量 全国2位(ほぼ1位)
約10.4万台/12h 出典：H27全国道路・

街路交通情勢調査

R2.8エヌシーイー撮影

ピーク時には
バスが連なる

1位の保⼟ヶ⾕BPとは17台差

１ はじめに (２) プロジェクトの⽬的 3

図 新潟市都⼼部のまちづくり

●⽬的① 令和元年度に構築した仕組みを活かし、新潟市が注⼒している都⼼部の魅⼒向
上を狙いとしたまちづくりに資するデータ取得･分析･連携に取り組みたい(下図参照)。

●⽬的② 交通事業者の採算性向上とデータ提供を促す、データ利活⽤ビジネスモデルを
構築したい。



現状・問題 地域の課題 解決策の⽅向性（施策）

２ 地域の課題、解決策の⽅向性 4

現状⑨ 深刻なバスドライバー不⾜
・全国的にバスドライバー不⾜が深刻化。
・ドライバー不⾜による減便・廃⽌の可能性も。

現状⑤ 路線重複による⾮効率な運⾏
・BRT導⼊など運⾏の効率化に取り組んでいるが、

⼀部地域では複数路線が重複。

現状④ ⾼齢化率の上昇
・新潟市の⾼齢化率は27.0％(H27)で、R12年には

32.6％に達する⾒込み。
出典）国勢調査、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所

現状③ まちなかの求⼼⼒の低下
・古町周辺の歩⾏者通⾏量は、10年間で約8.3万⼈か

ら約4.6万⼈に減少(45％減少)。
出典）新潟都市交通戦略プラン

現状① 過度な⾃家⽤⾞依存
・⾃動⾞分担率は71.0％(H28)で増加傾向にあり、

他都市と⽐較して⾼い。
出典）新潟市都市交通特性調査

現状② 幹線道路の混雑状況の悪化
・⾃動⾞分担率の増加により、10年前より混雑が

悪化した幹線道路が多い。
出典）道路交通センサス（2005年、2015年）より作成

課題④ 運⾏の効率化
・ドライバー不⾜などを原因とする減便・廃⽌を防ぐため、
運⾏の効率化が必要である。

課題② まちなかの賑わい復活
・新潟市中⼼部への⼈の移動を促し、まちなか賑わいを復活。
・まちなかでは、利便性の⾼い公共交通サービスの提供によ

り周遊を促進。
【指標】まちなかへの総トリップ数

15.4万(H28年度→ 15.4万(R4年度)
出典）にいがた都市交通戦略プラン

課題① ⾃家⽤⾞から公共交通への転換
・⾃動⾞から公共交通へ、移動⼿段の転換を促す必要がある。

【指標】鉄道・バス・タクシーの分担率
6.2％（H28年度）→ 6.6％（R4年度）

出典）にいがた都市交通戦略プラン
(１) りゅーとなび
【R1から継続】【本事業で実施】
・パークアンドライドを含めたマルチモーダルな

案内により、公共交通利⽤を促進。
・駅前や万代、古町などで利⽤できるクーポンを

配布し、まちなかへの来訪を促進。

しも町オンデマンドバス
【R1から継続】【他事業で実施】
・複数路線が重複している下町地区の運⾏を効率

化。
・利便性の⾼い運⾏により、⾼齢者などのまちな

かへの外出を促す。

課題③ 社会状況に応じた運⾏の⾒直し
・⾼齢化の進⾏などの社会状況の変化に対応した、柔軟な運

⾏内容の⾒直しが必要である。

課題⑧ 採算性向上による持続可能な公共交通サービスの
提供

・持続可能な公共交通サービスを提供するため、交通事業者
の採算性を向上させる必要がある。

現状⑩ 交通事業者の採算性悪化
・⼈⼝減少や郊外化による⾮効率な運⾏により、交

通事業者の採算性が悪化傾向。

(３) データ利活⽤ビジネスモデルの構築
【R2新規】【本事業で実施】
・データホルダのデータ提供を促し、利活⽤機会

を拡⼤するビジネスモデルを構築。

取得したデータを活⽤

(２) まちづくりへのデータ利活⽤
【R2新規】【本事業で実施】
・新潟都⼼の魅⼒向上に資するべく、マルチモー

ダルなデータをまちづくりに活⽤。
・まちなか移動データ（ICカードデータ＋クーポ

ン利⽤履歴）から周遊⾏動を分析し都⼼軸の具
体的な施策を検討（歩⾏者シミュレーション）。

現状⑥ まちづくりへのデータ利活⽤が不⼗分
・ビッグデータを⽤いた定量的な分析があまり実施

されていない。
現状⑦ まちづくりの効果計測が不⼗分
・まちづくりのアウトカムの効果計測が不⼗分で、

PDCAサイクルが回っていない。
現状⑧ 都⼼の歩⾏空間の連続性が低い
・都⼼の歩⾏空間が整っておらず、連続性が低い。

課題⑤ ビッグデータの提供
・データ提供のために、データホルダの経営的制約をクリア

する必要あり。
課題⑥ 定量的なまちづくりの効果の計測
・指標を設定し、定量的にまちづくりの効果を計測。

課題⑦ 連続性の⾼い歩⾏空間の整備
・まちなかでの周遊⾏動を分析し、連続性の⾼い歩⾏空間を

検討。
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３ 実証実験の実施内容 (１) りゅーとなび 5

図 りゅーとなびサービスのイメージ

●本施策の⽬標 特に都⼼部への移動について、公共交通の利便性を向上させる＝利⽤者
に公共交通を使いたいと思ってもらうこと。

●実施内容 乗り継ぎ案内 / クーポン配信 / データ取得(クーポン使⽤履歴、GPS移動軌跡)
+ 地域ICカード「りゅーと」連携 ※発⾏枚数20万枚以上

●想定利⽤者 りゅーと保有者（20万⼈）のイノベーター層（全体の2.5%）
●潜在的利⽤者 ⾃家⽤⾞でのまちなか来訪者



３ 実証実験の実施内容 (２) まちづくりへのデータ利活⽤ 6

図 まちづくりの効果計測のイメージ

●まちづくりの効果として、「まちなか滞在時間」や「まちなか周遊距離」等を計測し、
施策検討にフィードバック。

●アンケート調査等による把握と異なり、⻑期的・継続的にモニタリングできることにメ
リットがあり、⻑期計画で実施されるまちづくりの効果を把握し、継続的にPDCAサイ
クルを回すことが可能。

ユースケース①：まちづくりの効果計測

指標例：「まちなか滞在時間」「まちなか周遊距離」

効果計測

フィードバック

３ 実証実験の実施内容 (２) まちづくりへのデータ利活⽤ 7

図 まちなか周遊⾏動分析のイメージ

●MaaSアプリによるまちなか移動データ (クーポン使⽤履歴、GPS移動軌跡)＋ICカード
データから周遊⾏動を分析、細やかな動きを把握し連続性の⾼い歩⾏空間を検討。

●新モビリティ導⼊を含めた都⼼軸の具体的な施策検討が可能。

ユースケース②：まちなか周遊⾏動分析による連続性の⾼い歩⾏空間の検討

R2.8エヌシーイー撮影 R2.8エヌシーイー撮影

出典：かわまちづくり



３ 実証実験の実施内容 (２) まちづくりへのデータ利活⽤ 8

図 マルチモーダルなデータの利活⽤のイメージ

ユースケース③：マルチモーダルなデータの利活⽤⽅策

1) ⼀般⾃動⾞のデータ(⼀般⾃動⾞プローブ、駐⾞場満空データ)
●駐⾞場の満⾞時間帯について、来街者のOD・経路を分析、パーク＆バスライド等のよ

り効率的な都⼼部アクセス⽅法等の施策検討が可能。
2)タクシーのデータ(タクシープローブ)
● ICカードデータと重ねて分析することで、オンデマンドバスのエリア拡⼤などバスと

タクシーの棲み分けの具体的な施策検討が可能。

出典：万代シテイウェブサイト

３ 実証実験の実施内容 (３) データ利活⽤ビジネスモデルの構築 9

図 将来構想サービスモデルのイメージ（モビリティ関連データ利活⽤促進）

●本施策の⽬標 交通事業者等の採算性向上に繋がり、モビリティデータ提供を促すこと
ができるビジネスモデルを構築すること。

●実施内容 まちなか移動データをビジネスに活かすための⽅策検討 / 各種データ提供を
促すための⽅策（経営判断材料）検討
→「データ使⽤料等の直接収⼊」や「まちなかの活性化による本来事業の収⼊増加等

の間接収⼊」を認識することで合意形成が図られるものと考える。



４ おわりに：ロードマップ 10

図 社会実装を念頭に置いたロードマップ

●『新潟』では、社会実装に向けて、実証実験を重ねながら着実に進めていきます。


